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１．研究背景と目的 

 21 世紀に入り、アジアやアフリカの発展途上国が

急速な経済発展を遂げてきている。これに伴い、途上

国における生活スタイルは様変わりし、自動車保有率

の増加を招いた。特に、今回の研究対象であるタイの

バンコク都はその傾向が顕著であり、遅れた交通計画

が原因で現在では、世界的にも渋滞が頻発する国とし

て知られている。この渋滞が原因で、多額の経済損失

や健康被害も発生している。政府は、飽和した道路系

交通から軌道系交通に交通手段を移行させようと高

架鉄道（BTS）や地下鉄（MRT）を整備し、昨年の

2011 年 8 月には高架鉄道スクンビット線の延伸を完

成させた。（図 1 の矢印部分）そこで、本研究は実際

にバンコク都民を対象に実施した交通手段利用の意

識調査を主軸に、交通手段選択モデルを作成し、スク

ンビット線の延伸前後の交通手段選択率を推定する。

これらを用いて、自動車から高架鉄道への転換交通量

を求め、エネルギー消費量・二酸化炭素排出量の削減

量を算出し、これを高架鉄道スクンビット線延伸の整

備効果として環境面からの評価をすることを目的と

する。 

 

２．研究方法 

 研究方法の基本的な流れを図 2 に示す。本研究では、

対象地域・対象路線に対して図 2 の方法で、延伸前後

のエネルギー消費量・二酸化炭素排出量をそれぞれ計

算し、その差を都市鉄道の整備効果とする。このため

に、まず人口データより現在の OD 表の推定を行い、

次に交通手段利用の意識調査結果よりバンコク都に

おける交通手段選択モデルの作成を行う。最後に各交

通機関の分担率、交通手段別交通量を求め、交通手段

ごとのエネルギー原単位・CO2排出量原単位を用いて

排出量を算出する。 

 

図 1 バンコク都の交通計画１） 

 

図 2 研究のフローチャート 

 

３．バンコク都の OD 表推定 

 スクンビット線の延伸効果を算出するためには現在

の OD 表が必要であるが、最近の OD 表が入手出来な

かったため、人口データから OD 表を作成した。本研

究では、交通需要推定範囲は対象とするスクンビット

線の沿線 8 区のみに限定し、さらにゾーンは沿線区内

に存在する駅の駅勢圏とした。スクンビット線には 22

の駅が存在するため、8 つの区を 22 のゾーンに分割し

た。まず、自動車保有別の生成原単位を用いて、各区

の人口データより発生集中交通量を算出する。次に、

表 1 のモデル式を用いて分布交通量を算出し、現在の

OD 表を推定した。（表 2） 



表 1 分布交通量モデル２） 

 

表 2 現在の OD 表（一部抜粋） 

 
※1 つの区に複数の駅が存在する場合は隣接する駅間の距離の 

中間地点で作為的に線引きを行い、駅勢圏を定めた。 

 

４．交通手段選択モデル 

 本研究では、交通手段選択モデルは公共交通機関を

使う場合と自動車を使う場合という二項ロジットモ

デルを作成した。モデルは本研究で実施した交通手段

利用の意識調査の結果を用いた。調査内容を表 3 に示

す。この調査結果より、表 4 の交通手段選択モデルが

得られた。表 4 より、所要時間のｔ値は低いが、時間

抵抗として必要なパラメータであるために用いる。ま

た、それぞれのパラメータの符号条件は妥当である。

この結果を用いて、各交通機関の選択率を算出する。 

表 3 交通手段利用の意識調査内容 

表 4 交通手段選択モデル 

 

５．エネルギー削減量と二酸化炭素削減量 

 スクンビット線延伸前後で、推定した OD 表と算出

した交通手段選択率を用いて、各交通機関別の OD 表

を作成し、交通手段毎の各ゾーン間の平均距離を乗じ

て、交通手段毎のエネルギー消費量・CO2排出量を算

出し、その差を求める。これをスクンビット線の延伸

効果とした。アクセス・イグレス共に徒歩を選択する

と仮定すると、各ゾーン間のスクンビット線延伸前後

の選択率の変化は新設駅区間を含むトリップに関して、

約 45%程度となった。注 1）（表 5）エネルギー消費量に

関しては、約 20 億 kcal/日（原油約 51kl に相当）の

削減効果が期待され、これはスクンビット線沿線区内

の交通エネルギーの約 26%に相当する。また、二酸化

炭素排出量に関しては、約 960ｔ/日の削減効果が期待

され、これは沿線区内の交通による二酸化炭素排出量

の約 27.3%に相当する。注 2)年間に換算すると、同量の

二酸化炭素を吸収するためには約 7 万 ha の森林が必

要となる。３）これはバンコク都の面積の約 40%に相当

する広さである。以上より、スクンビット線の延伸は

低炭素社会実現・都市環境保全のために効果を挙げて

いることが分かる。 

表 5 選択率の変化（赤 既設駅 青 新設駅） 

 

 

６．今後の課題 

 本研究には、交通手段選択モデルの改良やアクセ

ス・イグレスの移動手段の組み合わせ（徒歩、自転車、

バイク、バス等）、交通需要予測範囲の拡大などさらに

研究を進展させる必要がある。また、削減量算出に用

いた原単位はバンコク固有のもではないため調査が必

要である。これらの課題をさらに研究・改良し、その

結果・詳細は発表時に報告する。 
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ex.html ※天然林広葉樹20年生前後の値を用いた。年間吸収量5.13t/ha 

 
【補注】 

(注 1)BTS の選択率が新設駅区間で約 45%前後と比較的高い割合を示している

のは、オープン価格として 2012 年の 5 月 1 日まで無料で運行していることが

大きな原因であると考えられる。5 月 2 日以降は 15 バーツの徴収が予定されて

いる。 

(注 2)自動車には 1 人で乗ることを仮定して、計算を行った。 
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